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　食品の衛生規範については、食品の安全性確保の推進及び全体的衛生水準の向上を図るため、先に→「弁当及びそうざいの衛生規範」(昭和54年６月29日環食第161号)、→「漬物の衛生規範」(昭和56年９月24日環食第214号)、→「洋生菓子の衛生規範」(昭和58年３月31日環食第54号）及び→「セントラルキッチン／カミサリー・システムの衛生規範」(昭和62年１月20日衛食第６号）を通知したところであるが、今般、生めん類の製造から販売まで一貫した総合的衛生水準の向上を図る観点から、別紙１のとおり「生めん類の衛生規範」を定めたので、貴職におかれても御了知の上、貴管下関係者に対し指導方よろしくお願いする。

　なお、本規範の周知方につき別添のとおり業界団体に対して依頼したところであるので申し添える。

　また、食品衛生法施行規則（昭和23年７月厚生省令第23号）が平成元年11月28日厚生省令第48号をもって改正されたことに伴い、「弁当及びそうざいの衛生規範」の第５　食品等の取扱い５　表示等(１)〓　添加物、「漬物の衛生規範」の第５　食品等の取扱い７　表示等(１)〓　食品添加物及び「洋生菓子の衛生規範」の第６　食品等の取扱い４　表示等(１)〓　食品添加物を別紙２のとおり改めることとしたので、御了知の上、貴管下関係者に対し、指導方重ねてお願いする。

別添　略

別紙１　生めん類の衛生規範

第１　目的
　本規範は、生めん類に係る衛生上の危害の発生を防止するため、微生物制御を中心に、原料の受入れから製品の販売までの各過程全般における取扱い等の指針を示し、生めん類に関する衛生の確保及び向上を図ることを目的とする。

第２　適用の範囲
　本規範は、生めん類並びに生めん類を主材料とした食品、これらの製造、配送並びに販売施設及びこれらの営業者について適用する。

第３　用語の定義

　本規範において使用する用語の定義は次のとおりとする。なお、施設内各場所の作業区域の区分は、図１のとおりとする。

┌───────────┬──────────────────┐

│　　　用　　　語　　　│　　定　　　　　　　　　　　　義　　│

├───────────┼──────────────────┤

│Ａ　製品　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　１　生めん類　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　　(１) 　生めん　 │　小麦粉等の穀粉類を主原材料として製│

│　　　　　　　　　　　│めん又は成形したもの及びこれらに準ず│

│　　　　　　　　　　　│るものであって、次に掲げるものをいう。│

│　　　　　　　　　　　│　生うどん、生日本そば、生中華めん、│

│　　　　　　　　　　　│生スパゲッティ、生マカロニ、ぎょうざ│

│　　　　　　　　　　　│の皮（ワンタン、春巻及びしゅうまいの│

│　　　　　　　　　　　│皮を含む。）等　　　　　　　　　　　│

│　　　(２) 　ゆでめん │　生めんを蒸し又はゆでたものであっ　│

│　　　　　　　　　　　│て、次に掲げるものをいう。　　　　　│

│　　　　　　　　　　　│　ゆでうどん、ゆで日本そば、ゆで中華│

│　　　　　　　　　　　│めん、蒸し中華めん、ゆでスパゲッティ、│

│　　　　　　　　　　　│ゆでマカロニ等　　　　　　　　　　　│

│　　２　生めん類を主　│　生めん類に他の食品を添付し、容器包│

│　　　材料とした食品　│装に詰め摂取の際加熱を要する食品をい│

│　　　　　　　　　　　│う。　　　　　　　　　　　　　　　　│

│Ｂ　施設　　　　　　　│　製造施設、配送施設及び販売施設をい│

│　　　　　　　　　　　│う。　　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　１　製造施設　　　│　作業場、試験検査室、更衣・休憩場、│

│　　　　　　　　　　　│便所等製造のための施設及びそれらに付│

│　　　　　　　　　　　│帯するすべての関連施設をいう。　　　│

│　　　(１)　製造施設の│　製造場、製品の仕分け・搬出（積込み）│

│　　　　作業場　　　　│場等をいう。　　　　　　　　　　　　│

│　　　(２) 　製造場　 │　検収場、原材料等の保管場、前処理場、│

│　　　　　　　　　　　│製めん場、蒸煮場、水洗・冷却場、調理│

│　　　　　　　　　　　│加工場、調整場、調整保管場、秤（ひょ│

│　　　　　　　　　　　│う）量・包装場、加熱殺菌場、放冷場及│

│　　　　　　　　　　　│び製品の保管場をいう。  　　　　　　│

│　　　　ア　検収場　　│　原材料の品質、表示等について点検・│

│　　　　　　　　　　　│確認を行う場所をいう。  　　　　　　│

│　　　　イ　原材料等　│　原材料及び包装資材等を保管する場所│

│　　　　　の保管場　　│をいう。  　　　　　　　　　　　　　│

│　　　　ウ　前処理場　│　野菜等の生鮮原材料の選別、剥(はく)│

│　　　　　　　　　　　│皮、細切、洗浄、殺菌、水浸等前処理　│

│　　　　　　　　　　　│を行う場所をいう。　　　　　　　　　│

│　　　　エ　製めん場　│　原材料の混練、粗製、複合、熟成、圧│

│　　　　　　　　　　　│延又は切出しを行う場所をいう。  　　│

│　　　　オ　蒸煮場　　│　生めんを蒸し又はゆでる場所をいう。│

│　　　　カ　水洗・冷　│　ゆでめんを水洗・冷却する場所をいう。│

│　　　　　却場　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　　　キ　調理加工　│　具の細切、調理等を行う場所をいう。│

│　　　　　場　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　　　ク　調整場　　│　具等を生めん類に添付する場所をい　│

│　　　　　　　　　　　│う。　　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　　　ケ　調整保管　│　製造加工中の半製品等を保管する場所│

│　　　　　場　　　　　│をいう。　　　　　　　　　　　　　　│

│　　　　コ　秤（ひょ　│　生めん類等を一定量ごとに小分け、　│

│　　　　　う）量・包　│秤（ひょう）量し、容器詰め及び包装等│

│　　　　　装場　　　　│を行う場所をいう。　　　　　　　　　│

│　　　　サ　加熱殺菌　│　容器包装に入れられた生めん類を加熱│

│　　　　　場　　　　　│殺菌する場所をいう。　　　　　　　　│

│　　　　シ　放冷場　　│　加熱殺菌した生めん類を放冷する場所│

│　　　　　　　　　　　│をいう。　　　　　　　　　　　　　　│

│　　　　ス　製品の保　│　製品等を保管する場所をいう。　　　│

│　　　　　管場　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　　(３)　製品の仕分│　製品を発送先別に仕分けし、搬出（積│

│　　　　け・搬出（積　│込み）する場所をいう。　　　　　　　│

│　　　　込み）場　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　　(４)　通い箱等の│　通い箱（製品を収容して配送するため│

│　　　　洗浄・殺菌場　│の器具類であって、反復使用に供するも│

│　　　　　　　　　　　│のをいう）等を洗浄し、殺菌する場所を│

│　　　　　　　　　　　│いう。　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　　(５)　洗浄・殺菌│　洗浄・殺菌済の通い箱等を保管する場│

│　　　　済通い箱等の　│所をいう。　　　　　　　　　　　　　│

│　　　　保管場　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　　(６) 　付帯施設 │　　　　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　　　ア　試験検査　│　原材料、製品等の理化学検査、細菌検│

│　　　　　室　　　　　│査等の検査を行う室をいう。　　　　　│

│　　　　イ　更衣・休　│　製造に従事する者が、製造場内で着用│

│　　　　　憩場　　　　│する衣服、はき物等を着替える場所及び│

│　　　　　　　　　　　│製造に従事する者が休憩する場所をい　│

│　　　　　　　　　　　│う。　　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　　　ウ　ユーティ　│　製造機械装置の稼働に必要なボイラ　│

│　　　　　リティー関　│ー、受電設備、給排水設備、ガス供給設│

│　　　　　連設備設置　│備、排水処理設備等の関連諸設備の設置│

│　　　　　場所　　　　│場所をいう。　　　　　　　　　　　　│

│　　２　配送施設　　　│　製造施設から搬出された製品を販売施│

│　　　　　　　　　　　│設に搬入するまでの間の保管場、製品の│

│　　　　　　　　　　　│仕分け・搬出（積込み）場、更衣・休憩│

│　　　　　　　　　　　│場、便所等保管、配送のための施設及び│

│　　　　　　　　　　　│それらに付帯するすべての関連施設をい│

│　　　　　　　　　　　│う。　　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　　(１)　製品の保管│　製品を保管する場所をいう。　　　　│

│　　　　場　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　　(２)　製品の仕分│　製品を発送先別に仕分けし、搬出（積│

│　　　　け・搬出（積　│込み）する場所をいう。　　　　　　　│

│　　　　込み）場　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　３　販売施設　　　│　製品の保管場、売場、更衣・休憩場及│

│　　　　　　　　　　　│び便所等販売のための施設及びそれらに│

│　　　　　　　　　　　│付帯するすべての関連施設をいう。　　│

│　　　(１)　製品の保管│　製品を販売するまでの間保管する場所│

│　　　　場　　　　　　│をいう。　　　　　　　　　　　　　　│

│　　　(２)　売　　　場│　製品を販売するために陳列する場所を│

│　　　　　　　　　　　│いう。　　　　　　　　　　　　　　　│

│Ｃ　作業区域　　　　　│　製造施設のうち、製造場、製品の仕分│

│　　　　　　　　　　　│け・搬出(積込み)場、通い箱等の洗浄・│

│　　　　　　　　　　　│殺菌場及び洗浄・殺菌済通い箱等の保管│

│　　　　　　　　　　　│場、配送施設のうち製品の保管場及び製│

│　　　　　　　　　　　│品の仕分け・搬出（積込み）場、販売施│

│　　　　　　　　　　　│設のうち製品の保管場及び売場の区域を│

│　　　　　　　　　　　│いう。　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　１　汚染作業区域　│　検収場、原材料等の保管場及び前処理│

│　　　　　　　　　　　│場をいう。　　　　　　　　　　　　　│

│　　２　非汚染作業区　│　製めん場、蒸煮場、水洗・冷却場、調│

│　　　域　　　　　　　│理加工場、調整場、調整保管場、秤（ひ│

│　　　　　　　　　　　│ょう）量・包装場、加熱殺菌場、放冷場、│

│　　　　　　　　　　　│製品の保管場、製品の仕分け・搬出（積│

│　　　　　　　　　　　│込み）場、通い箱等の洗浄・殺菌場、洗│

│　　　　　　　　　　　│浄・殺菌済通い箱等の保管場及び売場を│

│　　　　　　　　　　　│いう。　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　　(１)　準清潔作業│　非汚染作業区域のうち、製めん場、蒸│

│　　　　区域　　　　　│煮場、加熱殺菌場、製品の仕分け・搬出│

│　　　　　　　　　　　│（積込み）場、通い箱等の洗浄・殺菌場│

│　　　　　　　　　　　│及び売場をいう。　　　　　　　　　　│

│　　　(２)　清潔作業区│　非汚染作業区域のうち、水洗・冷却場、│

│　　　　域　　　　　　│調理加工場、調整場、調整保管場、秤（ひ│

│　　　　　　　　　　　│ょう）量・包装場、放冷場、製品の保管│

│　　　　　　　　　　　│場及び洗浄・殺菌済通い箱等の保管場を│

│　　　　　　　　　　　│いう。　　　　　　　　　　　　　　　│

│Ｄ　営業者　　　　　　│　製品の製造、保管、配送又は販売を業│

│　　　　　　　　　　　│として行う者をいう。　　　　　　　　│

│Ｅ　その他　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　│

│　　１　器具　　　　　│　ミキサー、圧延機、その他食品又は添│

│　　　　　　　　　　　│加物の採取、製造、加工、調理、貯蔵、│

│　　　　　　　　　　　│運搬、陳列、授受又は摂取の用に供され、│

│　　　　　　　　　　　│かつ、食品又は添加物に直接接触する機│

│　　　　　　　　　　　│械、器具その他の物をいう。　　　　　│

│　　２　器具類　　　　│　器具及び食品に直接接触しない作業　│

│　　　　　　　　　　　│台、機械類その他の物をいう。　　　　│

└───────────┴──────────────────┘

第４　施設・設備

　Ａ　施設の周囲
１　施設は、周囲にねずみ、昆虫等の繁殖源や粉塵（じん）の発生源のない清潔な場所に立地すること。

２　施設の周囲は、清掃が容易な構造であり、雨水等による水たまりや塵埃（じんあい）の発生を防止するための措置が講じられていること。

３　その他、施設の周囲の環境を清潔に保つための必要な措置が講じられていること。

　Ｂ　ねずみ、昆虫等の侵入の防止
１　外部に開放される窓、扉及び吸排気口には金網等を設け、排水口には鉄格子、トラップ等を設けるなど、ねずみ、昆虫等の侵入を防止するための措置が講じられていること。

２　外壁を通じて配線や配管を行う場合は、さく穴とのすき間を完全に封鎖し、ねずみ、昆虫等の侵入を防止すること。

　Ｃ　製造施設
１　施設の構造及び設備

〔製造場〕

(１)　製造場は、住居、事務所等と隔離した場所、又は隔壁等で完全に区画された位置に設けられていること。

(２)　製造場は、生めん類及び生めん類を主材料とした食品の製造加工等が衛生的に行われ、かつ、作業が能率的に行われるように、検収場、原材料等の保管場、前処理場、製めん場、蒸煮場、水洗・冷却場、調理加工場、調整場、調整保管場、秤（ひょう）量・包装場、加熱殺菌場、放冷場及び製品の保管場が適切に配置されていること。

(３)　検収場等の各場所は、製造しようとする製品の種類及び製造量、機械設備の配置、作業従事者数等に応じて作業が円滑に行われるよう、それぞれ十分な広さが確保されていること。また、必要に応じてそれぞれが隔壁等により区画されていること。

(４)　前処理場、製めん場、蒸煮場、水洗・冷却場、調理加工場、調整場、秤（ひょう）量・包装場、加熱殺菌場及び放冷場の床面積は、作業が衛生的に行われるよう、器具類等の設備の据え付け面積の3.5倍以上であることが望ましい。

(５)　製造場の床面は、水使用の著しい場所を除いて、できるだけドライ・ゾーンとすることが望ましい。

(６)　製造場の床、内壁及び天井は、次のような材質及び構造であること。

①　床面は耐水性かつ耐摩耗性で亀裂を生じにくく、さらに滑りにくい材料を使用し、平滑で清掃が容易に行える構造であること。特に、水や湯を使用する部分にあっては、不浸透性の材料を使用し、適当な床勾（こう）配（1.5／100～2.0／100）を有するとともに、排水溝を設けて、排水が容易に行える構造であること。

②　内壁は、明るい色ですき間がなく、平滑で清掃が容易に行える構造であること。内壁は、突出する柱、配管、配線等が見られない構造であることが望ましいが、やむを得ずこれらが突出している場合にあっては、清掃が容易に行える構造であること。

　なお、窓枠の下部や腰張り上部は、ほこりの集積をさけるため、図２のようにその上部は45度以下の角度を有する構造であることが望ましい。

③　内壁と床面の境界は、図３のように半径５cm以上のアールを設け、清掃が容易に行える構造であること。

　なお、水や湯を使用する場所にあっては、少なくとも床面から１ｍ以上の高さまで不浸透性の材料が用いられていることが望ましい。

④　天井は明るい色ですき間がなく、平滑で清掃が容易に行える構造であること。天井は梁（はり）、配管、ダクト、照明設備等が露出しない構造であることが望ましいが、やむを得ずこれらが露出している場合にあっては、清掃が容易に行える構造であること。

　なお、天井は床面から2.4ｍ以上の高さが望ましい。

⑤　水蒸気や熱気等が発生する場所（室）の内壁及び天井は、必要に応じてその表面に耐湿性及び耐熱性の材料を用いるとともに、断熱材を併用するなど、結露、カビの発生等を防止できる構造であること。

(７)　製造場には、採光のため十分な広さの窓が設けられていること。また、採光が十分でない場合及び夜間作業を行うための照明設備が設けられていること。

　なお、この場合、検収、選別、秤（ひょう）量及び検品を行う作業場では、作業台面で300ルクス以上、前処理、製めん、調理、加工、調整及び包装を行う作業場では、作業台面で150ルクス以上、その他の場所では、作業台面で100ルクス以上の明るさが得られることが望ましい。

(８)　製造場には、適切な位置に十分な能力を有する次のような換気設備及びその付帯装置が設けられていること。

①　水蒸気、熱気、粉塵（じん）、臭気、煤（ばい）煙等の発生源の近くには、フード、ダクト及び換気扇等で構成され、できる限り蒸気が完全に排気できるような装置が設けられていること。

　　フードは清掃が容易に行える構造で、かつ、図４のように水滴又は油滴の通過を防止するためのフィルターが設けられていることが望ましい。

②　換気設備は、汚染作業区域の空気が非汚染作業区域に流入しないように配慮して配置されていること。

　また、排気口は強風等による外部からの汚染された空気の流入を防ぐ構造であることが望ましい。

③　清潔作業区域には、清浄な空気が十分に供給されるように換気設備に、空気清浄装置が設けられていることが望ましい。

④　非汚染作業区域には、必要に応じて室内の温度及び湿度を調節するための装置が設けられていること。

(９)　製造場内で水を使用する場所には、次のような構造の設備及び排水溝が設けられていること。

①　蛇口からの流水が受水槽より撥（はっ）水しない構造であること。

　なお、作業中の撥（はっ）水や溢（いっ）水が床一面に散水しない構造の器具を用いることが望ましく、溢（いっ）水防止が不可能な構造の場合は集水装置が設けられていること。

②　洗浄くず、切裁片等を除去するためのストレーナー又はごみ取り装置が排水口に設けられていること。

③　器具類に付帯する排水管は、不蝕（しょく）性材質のものを使用し、接続部からの漏水がなく、清掃が容易な構造であること。

　また、排水管の放水口は、床面への撥（はっ）水や流水を防ぐため、図５のように排水溝切り込み線内に設けられていること。

④　排水溝の側面と底面の境界には、図５のような半径５cm以上のアールが設けられていること。

⑤　排水溝は、平滑で清掃が容易に行えるように十分な幅を有すること。

　なお、この場合、その幅は20cm以上であり、耐酸性、耐熱性モルタル等による仕上げであることが望ましい。

⑥　排水溝は、排水が容易に行えるように適当な勾（こう）配（２／100～４／100）を有すること。

(10)　製造場には、原材料及び器具類を洗浄するための給水給湯設備を有する洗浄設備が設けられていること。

　洗浄設備は、ステンレス等の耐酸性、耐熱性材質を使用し、かつ、製造量に応じた十分な容積を有するものであること。

(11)　製造場内における用水貯水槽は、不蝕（しょく）性材質を使用し、外部から異物、昆虫等が入らない構造であること。

(12)　製造場には、使用に便利な位置に従事者の数に応じた規模の流水式の手洗い専用設備が設けられていること。

①　前処理場、製めん場、蒸煮場、調理加工場、調整場、秤（ひょう）量・包装場及び製品の保管場には、それぞれ給水設備を有する手洗い設備が設けられており、かつ、これらの手洗設備には手指を消毒するための逆性石けん等の消毒液を入れた滴下式手指消毒装置等が設置されていること。

　また、手ふきのためにぺーパータオル又は温風乾燥器等が設けられていること。

②　受水槽は、手洗いが容易に行える十分な大きさと構造を有すること。

　　なお、この場合、１蛇口当たり幅60cm、奥行50cm以上で、撥（はっ）水のない深さ及び形状であることが望ましい。

③　給水栓は、足踏み式、自動式等により手を使わないで開閉できるもの又は下カラン式のものであることが望ましい。

〔製品の仕分け・搬出（積込み）場〕

(13)　製品の仕分け・搬出（積込み）場の床は、搬送用台車、移動式コンベヤー等の使用に支障のないよう、平滑で強じんな構造であること。

(14)　製品の仕分け・搬出（積込み）場には、手指の消毒装置を備えた流水式の手洗い専用設備が設けられていることが望ましい。

(15)　製品の仕分け・搬出（積込み）場には、必要に応じて直射日光を避けるための設備が設けられていること。

(16)　製品を運搬車両に積み込む搬出場には、必要に応じて外気の温度及び湿度による影響を抑え、塵埃（じんあい）等による汚染を防止するための設備が設けられていることが望ましい。

〔試験検査室〕

(17)　製造施設には、微生物、添加物、異物等について検査を行うための試験検査室が設けられていることが望ましい。

(18)　試験検査室は、所定の検査及びサンプル保存のできる十分な広さと設備を有していること。

(19)　試験検査室には、室内の環境を衛生的に保つための温湿度調節装置が設けられていること。

〔更衣・休憩場〕

(20)　製造場の出入口に近接した場所に、従事者の数に応じた規模の更衣室が設けられていること。

(21)　更衣室には、施設内で使用する白衣、帽子等の作業衣及び靴を保管するための専用のロッカー、靴箱等が設けられていること。

　なお、靴箱は２段に分け、作業靴と通勤靴とを別々に収納できるようにすることが望ましい。

(22)　従事者の数に応じた規模の休憩場が設けられていること。なお、喫煙場所は当該休憩場内に指定すること。

〔便所〕

(23)　製造施設には、衛生上支障のない適当な位置に、従事者の数に応じた規模の便所が設けられていること。

①　便所は洗浄、清掃が容易な構造で、隔壁により他の場所と完全に区画され、専用の履物が備え付けられてあること。

②　便所には、消毒薬、清掃用具等の専用収納庫が設けられていること。

③　便所には、手指の消毒装置を備えた流水式の手洗い設備が設けられていること。なお、その構造及び設備の基準は(12)に準ずること。

④　便所は水洗式が望ましい。また、便所の窓及び換気口には防虫網が設けられていること。

⑤　便所の出入口の扉は、自動開閉式のものが望ましい。

〔その他〕

(24)　製造施設の出入口には、自動開閉式の扉等を設けるなど、ねずみ、昆虫等の侵入を防止できる構造であること。

(25)　飲用適の水を十分に供給し得る設備を適切に配置すること。

①　井戸水又は自家用水道を使用する場合には、その水源（井戸等）は便所、汚水溜（ため)、動物飼育場その他地下水を汚染するおそれのある場所から影響を受けない位置にあること。

②　井戸水又は自家用水道を使用する場合には、殺菌装置を設け、必要に応じて浄水装置が設けられていること。

③　貯水槽は不蝕（しょく）性材質を使用し、密閉構造とし、内部は清掃が容易で、かつ、施錠できる構造であること。

(26)　製造施設には、食品等の運搬に必要な搬送用車両、コンテナー等を洗浄するための給水給湯設備を有する洗浄設備が設けられていること。

(27)　製造場から隔離した適当な場所に、汚水、汚臭が漏れず、洗浄、消毒が容易に行える設備を有する廃棄物集積場が設けられていること。

(28)　作業場には、衛生上支障のない適当な位置に汚染作業区域用と非汚染作業区域用に区分して、清掃用具を備え、かつ、その専用の保管設備が設けられていること。

(29)　回収された通い箱等を通い箱等の洗浄・殺菌場に送り込む前にいったん収納しておく保管場所が設けられていること。

(30)　通い箱等の洗浄・殺菌場の洗浄・殺菌設備は、耐酸性及び耐熱性を有し、かつ、処理数量に応じた十分な能力を有すること。

(31)　ボイラー、受電設備等ユーティリティー関連設備は、施設内の衛生上支障のない適当な場所に設置され、それぞれの目的に応じた十分な構造及び機能を有すること。

２　設備・機械装置の構造

〔製造場〕

(１)　製造場には、取扱われる食品の種類、製造量及び製造方法に応じた十分な機能を有する器具類が設置されていること。

(２)　製造場には、器具類を衛生的に保管することができる戸棚その他の設備が設けられていること。　　

(３)　製造場に固定設置されるタンク（穀粉、塩水、かんすいなどを入れるタンク）、ミキサー（ニーダー）、圧延機、切断機、ゆで槽等の器具類は、製造工程の流れに沿い、作業効率が良く、かつ、清掃、洗浄・殺菌が容易に行えるように配置されていること。

(４)　食品に直接接触する器具は、衛生的で不錆（せい）かつ強じんな材質を使用し、付着物や残渣（さ）を生じにくく、洗浄、殺菌が容易に行える構造であること。

(５)　製造加工に用いる機械装置は、軸受部分や伝動装置から潤滑油や摩擦によって生じた異物が、食品に混入しないような構造であること。

(６)　製造場で使用する作業台の台面は、平滑で、強じんな材質を使用し、製造量に応じた十分な広さを有し、清掃及び洗浄が容易に行える構造であること。

(７)　原材料及び加工中の食品を加熱し、冷却し、又は貯蔵するための設備には、温度計等の計器が設置されており、必要に応じて温度及び圧力を調節する装置が設けられていること。

(８)　製造場には、必要に応じた数のふた付きの廃棄物容器が設けられていること。

　これらの容器は、不浸透性の材質を使用し、清掃が容易で運搬しやすい構造であること。

(９)　ウエット・ゾーンで使用される機械装置の架台及び駆動部分には、不錆（せい）材質を使用することが望ましく、かつ、洗浄、殺菌が容易な構造であること。

〔検収場〕

(10)　検収場には、原材料が直接床面に接触しないように、棚、スノコ等が設けられていること。

〔原材料等の保管場〕

(11)　原材料等の保管場には、その種類（穀粉類、食塩、鶏卵、加工食品等）に応じて適切な温度（常温、冷蔵、冷凍）で保管できるように冷蔵・冷凍設備等が設けられていること。特に温度、湿度、日光等により品質が変化しやすい原材料を保管する場合には、それぞれ必要な設備が設けられていること。

(12)　添加物、包装資材を衛生的に保管するための専用の設備が設けられていること。

　また、施設内で使用する洗浄、消毒用の薬剤等を保管するための専用の設備が別に設けられていること。

(13)　穀粉類のばら受け貯蔵タンクは、受入れ・搬出が定量的、かつ、衛生的に操作でき、清掃及び殺虫作業が容易な構造であること。

〔前処理場〕

(14)　原料の前処理において用いる篩（ふる）い分け機（シフター、ストレーナー等）や切裁機等で生じる付着物及び残渣（さ）が、異物として食品に混入しない構造であること。

〔調整保管場〕

(15)　調整保管場には、必要に応じて冷蔵・冷凍設備を有する保管庫（棚）が設けられていること。

〔秤（ひょう）量・包装場〕

(16)　包装機は、食品と接触する部分には不蝕（しょく）性材質を使用し、清掃及び洗浄が容易な構造であること。

(17)　包装資材を衛生的に一時保管するための設備が設けられていること。

〔製品の保管場〕

(18)　製品の保管場には、次の機能及び構造を有する冷蔵室（庫）及び冷凍室（庫）が設けられていること。

①　冷蔵・冷凍する製品等の数量に応じた十分な機能及び容積を有し、かつ、製品等の種類に応じて適切な温度で保管できる構造であること。

②　室（庫）内の温度を室（庫）外から正確に測ることのできる温度計が設置されていること。

③　室（庫）内の床面、内壁及び天井（上面）は、平滑で、清掃が容易に行える構造であること。

〔運搬器具及び運搬車両〕

(19)　通い箱等は、衛生的な材質を使用し、洗浄及び殺菌が容易に行える構造であること。

　なお、未包装の製品等を入れる器具は、運搬中の塵埃（じんあい）等による汚染を防止できる構造であること。

(20)　運搬車両における製品等の収納部は、塵埃（じんあい）等による汚染を防止でき、かつ、清掃及び洗浄が容易な構造であって、製品等の種類に応じて適切な温度で運搬できるように冷蔵、冷凍又は保冷装置が設けられていること。

　Ｄ　配送施設

１　施設の構造及び設備

〔製品の保管場及び製品の仕分け・搬出（積込み）場〕

(１)　製品の保管場及び製品の仕分け・搬出（積込み）場の床、内壁及び天井は、次のような材質及び構造であること。

①　床面は耐水性かつ耐摩擦性で、亀裂を生じにくい材料を使用し、平滑で清掃が容易に行える構造であること。

②　内壁は明るい色ですき間がなく、平滑で清掃が容易に行える構造であること。

③　天井は明るい色ですき間がなく、平滑で清掃が容易に行える構造であること。なお、天井は、照明設備等が露出しない構造であることが望ましいが、やむを得ずこれらが露出している場合にあっては、清掃が容易に行える構造であること。

(２)　製品の仕分け・搬出（積込み）場には、必要に応じて直射日光を避けるための設備が設けられていること。

(３)　製品を運搬車両に積み込む搬出場には、必要に応じて外気の温度及び湿度による影響を抑え、塵埃（じんあい）等による汚染を防止するための設備が設けられていることが望ましい。

〔更衣・休憩場〕

(４)　配送施設には、従事者の数に応じた規模の更衣室が設けられていることが望ましい。

(５)　配送施設には、従事者の数に応じた規模の休憩場が設けられていること。なお、喫煙場所は当該休憩場内に指定すること。

〔便所〕

(６)　配送施設には、衛生上支障のない適当な位置に、従事者の数に応じた規模の便所が設けられていること。

①　便所は洗浄、清掃が容易な構造で、隔壁により他の場所と完全に区画されていること。

②　便所には、手指の消毒装置を備えた流水式の手洗い設備が設けられていること。

③　便所は水洗式が望ましい。また、便所の窓及び換気口には防虫網が設けられていること。

〔その他〕

(７)　配送施設には、使用に便利な位置に従事者の数に応じた規模の、手指の消毒装置を備えた流水式の手洗い設備が設けられていること。

(８)　不良品等を収納・整理する特定区画が、製品の保管場外に設けられていること。

(９)　配送施設には、衛生上支障のない適当な位置に、施設の清掃に必要な清掃用具を備え、かつ、その保管設備が設けられていること。

(10)　作業場から隔離した適当な場所に、汚水、汚臭が漏れず、洗浄、消毒が容易に行える廃棄物集積設備が設けられていること。

２　設備・機械装置の構造

〔製品の保管場及び製品の仕分け・搬出（積込み）場〕

(１)　製品の保管場及び製品の仕分け・搬出（積込み）場には、製品が直接床面に接触しないように棚、スノコ等が設けられていること。

(２)　製品の保管場及び製品の仕分け・搬出（積込み）場には、次の機能及び構造を有する冷蔵室（庫）及び冷凍室（庫）が設けられていること。

①　冷蔵・冷凍する製品等の数量に応じた十分な機能及び容積を有し、かつ、製品等の種類に応じて適切な温度で保管できる構造であること。

②　室（庫）内の温度を室（庫）外から正確に測ることのできる温度計が設置されていること。

③　室（庫）内の床面、内壁及び天井（上面）は、平滑で、清掃が容易に行える構造であること。

　Ｅ　販売施設
１　施設の構造及び設備

〔製品の保管場及び売場〕

(１)　製品の保管場及び売場の床、内壁及び天井は、次のような材質及び構造であること。

①　床面は耐水性かつ耐摩擦性で、亀裂を生じにくい材料を使用し、平滑で清掃が容易に行える構造であること。

②　内壁は明るい色ですき間がなく平滑で、清掃が容易に行える構造であること。

③　天井は明るい色ですき間がなく、平滑で清掃が容易に行える構造であること。なお、天井は、照明設備等が露出しない構造であることが望ましいが、やむを得ずこれらが露出している場合にあっては、清掃が容易に行える構造であること。

(２)　売場は、製品の種類、販売量に応じた広さを有し、清掃が容易で、衛生的な環境が常に保持できる構造であること。

(３)　売場には、必要に応じて直射日光を避けるための設備が設けられていること。

(４)　売場には、採光のため十分な広さの窓が設けられていることが望ましい。また、採光が十分でない場合は照明設備が設けられていること。

　なお、この場合、製品の陳列面で150ルクス以上の明るさが得られるものであること。

(５)　製品の保管場又は売場には、器具類を洗浄するための給水給湯設備を有する洗浄設備が設けられていること。

(６)　製品の保管場又は売場には、使用に便利な位置に従事者の数に応じた規模の、手指の消毒装置を備えた流水式の手洗い設備が設けられていること。

〔更衣・休憩場〕

(７)　販売施設には、従事者の数に応じた規模の更衣室が設けられていること。

　また、更衣室には、売場で使用する白衣、帽子等の作業衣及び靴を保管するための専用のロッカー、靴箱等が設けられていること。

(８)　販売施設には、従事者の数に応じた規模の休憩場が設けられていること。なお、喫煙場所は当該休憩場内に指定すること。

〔便所〕

(９)　販売施設には、衛生上支障のない適当な位置に、従事者の数に応じた規模の便所が設けられていること。

①　便所は洗浄、清掃が容易な構造で、隔壁により他の場所と完全に区画されていること。

②　便所には、手指の消毒装置を備えた流水式の手洗い設備が設けられていること。

③　便所は水洗式が望ましい。また、便所の窓及び換気口には防虫網が設けられていること。

〔その他〕

(10)　販売施設には、衛生上支障のない適当な位置に、施設の清掃に必要な清掃用具を備え、かつ、その保管設備が設けられていること。

２　設備・機械装置の構造

〔製品の保管場〕

(１)　製品の保管場には、製品が直接床面に接触しないように棚、スノコ等が設けられていること。

(２)　製品の保管場には、次の機能及び構造を有する冷蔵室（庫）等が設けられていること。

①　冷蔵する製品等の数量に応じた十分な機能及び容積を有し、かつ、製品の種類に応じて区画して適切な温度で保管できる構造であること。

②　室（庫）内の温度を室（庫）外から正確に測ることができる温度計が設けられていること。

③　室（庫）内の床面、内壁及び天井（上面）は、平滑で、清掃が容易に行える構造であること。

〔売場〕

(３)　売場には、次の機能及び構造を有する製品専用の衛生的な陳列ケースが設置されていること。

①　冷蔵する製品等の数量に応じた十分な機能及び容積を有し、かつ、製品の種類に応じて適切な温度で陳列できる構造であること。

②　ケース内の温度をケース外から正確に測ることができる温度計が設置されていること。

③　ケースは清掃が容易に行える構造であること。

(４)　売場には、必要に応じて器具類が設置されていること。

(５)　売場には、必要に応じて器具類、包装資材等を衛生的に保管できる戸棚等の設備が設けられていること。

第５　施設・設備の管理

　Ａ　施設の周囲

１　施設の周囲は、１日に１回以上清掃し、その環境を常に清潔に保つこと。

２　排水溝及び汚水溜（ため）等は、定期的に清掃及び補修を行い、常に排水がよく行われる状態に保つこと。

３　施設の周囲にねずみ、昆虫等の存在又は汚泥、汚染廃棄物、腐敗物等それらの繁殖源が確認された場合は、直ちに駆除、殺虫、それらの繁殖源の撤去、埋却覆土、焼却等の必要な措置を講ずること。

　なお、その場合、施設内が散布された殺虫剤等により汚染されないように十分留意すること。

　Ｂ　施設・設備
〔全般的事項〕

１　施設・設備は、必要に応じて補修を行い、特に定める場合を除き１日に１回以上清掃し、衛生上支障のないようにすること。

２　施設において、ねずみ、昆虫等の存在又はそれらの繁殖源が確認された場合は、直ちに駆除、殺虫作業を実施し、又はそれらの繁殖源を撤去するとともに、再発防止の対策を講ずること。また、２週間に１回以上巡回点検するとともに、少なくとも半年に１回以上、駆除、殺虫作業を実施し、それらの記録を１年間保存すること。

　なお、駆除、殺虫作業実施に当たっては、食品及び器具類が薬剤等により汚染されないように十分留意すること。

３　施設の出入口は、出入り等必要やむを得ない場合以外は、閉めておくこと。

４　手洗い設備には、手指を清潔にするための石けん、爪ブラシ、ぺーパータオル、消毒液等を常備し、従事者の手洗いに支障のないようにすること。

５　機械装置及び器具類は、常に点検を行い、故障、破損等があるときは、速やかに補修し、使用できる状態に整備しておくこと。

６　給水設備の管理は、下記のように実施すること。

(１)　井戸水、自家用水道等の水道水以外の水を使用する場合には、年２回以上水質検査を行うこと。ただし、天災等により水源等が汚染された恐れがある場合には、その都度水質検査を行うこと。

　なお、水質検査の成績書は１年間保存すること。

(２)　(１)に係る水質検査は、公的検査機関、食品衛生法（昭和22年法律第233号）に基づく厚生大臣の指定検査機関又は水道法（昭和32年法律第177号）に基づく厚生大臣の指定検査機関に依頼して行うこと。

　また、水質検査の結果、飲用不適とされた場合には、直ちに保健所長の指示を受け、適切な措置を講ずること。

(３)　水道水以外の水を使用する場合は、毎日、殺菌装置又は浄水装置が正常に作動していることを確認し、その旨を記録すること。

　なお、これらの水の消毒は、次亜塩素酸ナトリウム又は塩素ガスを用い、末端給水栓での遊離残留塩素濃度は0.1ppm以上とすること。

　また、遊離残留塩素は、１週に１回以上定期的に測定し、その結果を記録し、１年間保存すること。

(４)　貯水槽は清潔を保持するため、年２回以上清掃し、その結果を記録すること。

〔作業場全般〕

７　作業場内の各作業区域においては、防塵（じん）、清掃、消毒その他の措置により、室内環境を清潔に保ち、空気中の浮遊細菌を極力少なくすること。

　なお、落下細菌数（生菌数）、落下真菌数（カビ、酵母の生菌数）は、次のようにすることが望ましい。測定方法については、→別紙によること。

(１)　汚染作業区域は、落下細菌数100個以下

(２)　準清潔作業区域は、落下細菌数50個以下

(３)　清潔作業区域は、落下細菌数30個以下、落下真菌数10個以下

８　天井及び内壁（床面から１ｍの所までの部分を除く。）は、定期的に清掃し、衛生上支障のないようにすること。

　なお、床面及び内壁のうち床面から１ｍまでの部分は、適宜清掃し、必要に応じて洗浄すること。

９　照明設備は、１週に１回以上清掃し、照度は、半年に１回以上定期的に測定し、記録すること。

10　換気扇及び空調設備（ダクト、配管類、フィルターを含む。）は定期的に清掃し、記録すること。

11　天井及び内壁に露出した配管、配線等は、定期的に清掃し、記録すること。

12　包装資材の保管設備は、次のように管理を行うこと。

(１)　直接製品に接触する器、ふた及び仕切り等は、衛生的に保管し、ダンボール箱、テープ、ラベル等と混在させないようにすること。

(２)　保管設備は、包装資材の入庫の都度、十分な清掃を行い、必要に応じてねずみ、昆虫等の駆除、殺虫作業を実施すること。

13　冷蔵・冷凍室（庫）及び陳列ケースの管理は、次のように行うこと。

(１)　次の場合を除き、１日に１回以上清掃すること。

①　食品からの溶出液（ドリップ）等により汚れた場合は、その都度清掃すること。

②　原材料等の保管場の冷蔵・冷凍室（庫）は、１週に１回以上清掃すること。

(２)　温度管理は、次のように行うこと。

①　冷蔵・冷凍設備が正常に作動し、適切な温度が保たれるように定期的に点検し、記録すること。

②　温度は、自記温度計であっても、毎日午前と午後に測定し、その結果を記録し、１月以上保存すること。

③　製品等の収納は、室（庫）内容積の70％以下にとどめ、冷気が十分対流するように配慮すること。

④　扉の開閉は、迅速に行い、かつ、必要最小限にとどめること。

14　温度計、湿度計、圧力計等の計器類は、その正確さを定期的に点検し、記録すること。

15　器具は、清潔で衛生的な状態に保つために、使用目的及び作業区域に応じてそれぞれ専用のものを使用すること。

16　器具は、少なくとも作業開始前及び作業終了後に必ず洗浄し、熱湯等により殺菌すること。

17　使用済みの通い箱等は、回収後洗浄、殺菌し、清潔な保管場所に収納すること。

18　作業場には、不要な物品を置かないこと。特に殺虫剤、殺そ剤等の薬品は、作業場以外の定められた場所に保管し、施錠しておくこと。

19　製造場は、換気、除湿及び冷房を十分に行い、できるだけ低温・低湿に保つこと。

　なお、製造場（蒸煮場を除く。）は、温度25℃以下、湿度80％以下に保つことが望ましい。

20　排水溝は、１日に１回以上洗浄し、必要に応じて消毒すること。

21　製品運搬用車両は、１日１回清掃、洗浄し、必要に応じて収納部を消毒すること。

22　充てん機等のノズルや包装機の結着部は、常に清潔な状態に保ち、付着物やかすを生じた場合には払拭（しょく）すること。

23　機械装置及び器具類からの異物の混入を防止するため、作業開始前に部品のゆるみ、油漏れ等がないことを、作業終了後に部品の欠損、欠落等がないことを、それぞれ確認すること。

24　運搬用車両に設置される冷蔵・冷凍及び保冷装置が、正常に作動し、適切な温度が保たれるように定期的に点検し、記録すること。

〔その他〕

25　便所の管理は、次のように行うこと。

(１)　１日に１回以上清掃し、衛生上支障のないようにすること。

(２)　定期的に消毒すること。

26　清掃用具の管理は、次のように行うこと。

(１)　使用後は、その都度必ず洗浄し、乾燥させること。

(２)　専用の場所に保管すること。

27　廃棄物の管理は、次のように行うこと。

(１)　廃棄物容器は、汚液、汚臭が漏れないように管理するとともに、作業終了後は速やかに清掃し、衛生上支障のないようにすること。

(２)　廃棄物は、適宜集積場に搬出し、製造場に放置しないこと。

(３)　廃棄物集積場は、廃棄物の搬出後必ず清掃、消毒を行い、周囲の環境の清潔化に努めること。

第６　食品等の取扱い

　Ａ　原材料
１　原材料の購入

(１)　原材料の購入に当たっては、その生産、流通過程等を十分配慮して、納入業者において衛生管理が十分に行われているものを選ぶこと。

(２)　原材料の購入に先立って、納入業者に対し、検査成績書、品質証明書及び製品規格書等の書類を提出させ、当該原材料の品質や保存性をよく理解しておくこと。

(３)　原材料は、製造量に応じて、その必要量を計画的に購入すること。

２　原材料の検収

(１)　原材料の検収に当たっては、容器包装の状態、ロット番号、表示、品質等を点検・確認し、その結果を記録すること。

　なお、必要に応じて第７　検査に定める自主検査を行うこと。

(２)　小麦粉、そば粉及びでんぷん等のクラフト袋入り原材料の検収に当たっては、特に袋の破損、水ぬれ並びに土砂、塵埃（じんあい）及び油の付着による汚れについて点検すること。

(３)　生めん類に添付する具等の検収に当たっては、特にシール不良及び液漏れについて点検し、必要に応じて官能検査等を行うこと。

(４)　野菜等の生鮮原材料の検収に当たっては、特に鮮度について検査を行うこと。

３　原材料の保存

(１)　原材料は当該食品に適した方法で衛生的に保存すること。

(２)　原材料はそれぞれ専用の保管場所に保存し、相互汚染することがないように衛生的に取扱うこと。

(３)　原材料の使用状況を記録し、先入れ先出しを厳守すること。

(４)　保存中の原材料についても、必要に応じて第７　検査に定める自主検査を行うこと。

　Ｂ　製造・加工中の食品等
１　一般的取扱い

(１)　製造工程においては、従事者の手指等による汚染の防止に努めるとともに、異物混入及び機械油による汚染に対して細心の注意を払うこと。

　特に、熟成等のため一時保管する場合には、塵埃（じんあい）、昆虫等による汚染の防止に努めること。

(２)　製造が自動的に行われる工程においては、機械装置が正確に稼動していることを計器等により常に確認すること。

(３)　添加物を使用する場合は、食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）に基づく使用目的、使用方法、使用量等を確認し、正確に秤（ひょう）量するとともに、添加物が製品に均等に混和するよう十分に撹拌（かくはん）すること。

２　個別的取扱い

(１)　ゆでめんについては、水洗・冷却及び包装工程に特別な衛生的配慮を行うこと。

(２)　包装後に加熱しないゆでめんについては、水洗・冷却後の品温を10℃以下に下げること。

(３)　包装後に加熱するゆでめんについては、包装・加熱後、速やかに清潔で衛生的な場所において放冷し、品温を10℃以下に下げること。ただし、冷蔵を要しないものについてはこの限りでない。

(４)　業務用等に裸めん（未包装）として販売されるものについては、袋がけ等を行い、汚染の防止に努めること。

(５)　冷蔵を要する具等は、10℃以下に保つこと。

(６)　具等を細切する場合は、専用の包丁及びまな板を使用すること。

(７)　具及びめんつゆ等は清潔で衛生的な用材を用いて生めん類と直接接触を避ける処置をとることが望ましい。

　Ｃ　製品

１　製品は次の項目に適合すること。

(１)　生めん

①　異物の混入が認められないこと。

②　細菌数（生菌数）が、検体１ｇにつき300万以下であること。

③　E.coliが陰性であること。

④　黄色ブドウ球菌が陰性であること。

(２)　ゆでめん

①  異物の混入が認められないこと。

②　細菌数（生菌数）が、検体１ｇにつき10万以下であること。

③　大腸菌群が陰性であること。

④　黄色ブドウ球菌が陰性であること。

(３)　具等

①　具等のうち、天ぷら、つゆ等の加熱処理したもの

ア　異物の混入が認められないこと。

イ　細菌数（生菌数）が、検体１ｇにつき10万以下であること。

ウ　Ｅ.coliが陰性であること。

エ　黄色ブドウ球菌が陰性であること。

②　具等のうち、生野菜等の未加熱処理のもの

　細菌数（生菌数）が、検体１ｇにつき300万以下であること。

２　製品の保管

(１)　製品は清潔で衛生的な容器等に入れて保管すること。

(２)　冷蔵を要する製品は、製造後できる限り速やかに10℃以下の保管場に移して保管すること。

３　製品の配送

(１)　冷蔵を要する製品の配送は、10℃以下で行うこと。

(２)　容器包装の破損等に起因する汚染を防止するため、配送は適切に行うこと。

　Ｄ　表示等
１　容器包装に入れられ販売される製品の表示は、次に定める要件を満たすものであること。

　なお、表示事項は、容器包装の見やすい場所に、又は容器包装の上にさらに包装（外装）を行う場合には、中の表示が透視できる場合を除き、外装の見えやすい場所に、邦文で読みやすく、理解しやすい用語により正確に記載すること。

(１)　名称

　その内容を適切に表現し、かつ、社会通念上一般化した名称を記載すること。

(２)　消費期限等

　「消費期限　平成７年４月１日」、「品質保持期限　７.４.１」、「消費期限　07.04.01」、「品質保持期限　1995年４月１日」、「消費期限　95．４.１」「品質保持期限　95.04.01」等のように記載すること。

(３)　製造所所在地

　住居表示に関する法律（昭和37年法律第119号）に基づく住居表示に従って、住居番号まで正しく記載すること。ただし、次のような記載は差し支えない。

①　川崎市等の指定都市及び道府県庁所在市における道府県名を省略すること。

②　同一都道府県内に、同一町村名がない場合に限り郡名を省略すること。

(４)　製造者名

①　法人の場合は、法人名を記載すること。この場合、法人であることを明記すること。ただし、株式会社を「K.K.」、又は「(株)」、合名会社を「(名)」、合資会社を「(資)」及び有限会社を「(有)」と略して記載することができる。

②　個人の場合は、個人の氏名を記載すること。この場合、屋号等の記載をもって代えることは認めない。

(５)　食品添加物

　食品添加物（食品衛生法施行規則（昭和23年厚生省令第23号）別表第２及び化学的合成品以外の食品添加物リストに掲げる物）については、栄養強化の目的で使用されたもの、加工助剤及びキャリーオーバーを除き、原材料表示の一環として、当該食品添加物を含む旨を表示するとともに、同規則別表第５の中欄に掲げる物として使用されるものを含む食品にあっては、同表当該下欄に掲げる用途名を併記すること。

　その際、食品添加物を含む旨の表示は、一般に広く使用されている名称を有する食品添加物にあっては、その名称をもって、食品衛生法施行規則別表第５の２の上欄に掲げる物として使用される食品添加物を含む食品にあっては、同表当該下欄に掲げる一括名をもって、これに代えることができる。

(６)　保存方法

　「保存方法　要冷蔵（10℃以下で保存）」、「保存方法　10℃以下で保存」等のように保存方法を記載すること。

　また、温度以外の保存の条件がある場合は、「直射日光及び高温多湿を避けて保存」等取扱い上必要な事項を表示すること。

２　製品の温度管理等の取扱いについて、販売者に対し周知徹底する必要がある場合は、製造者において説明書を作成すること。

　Ｅ　販売施設における陳列・保管
　冷蔵を要する製品の陳列・保管は、10℃以下で行うこと。

第７　検査

　Ａ　保存用検体
　食中毒等の事故発生時における調査のため、製造ロットごとに製品の少なくとも１個を検体とし、予想される販売流通期間を考慮して、冷蔵を要する製品については10℃以下、その他のものについては常温で保存すること。

　Ｂ　営業者の検査
　営業者は次に定めるところにより、１月に１回以上検査を行うこと。

１　検査対象は、原材料、半製品及び製品とし、特に必要と認められる場合は器具類及び従事者とする。

２　検査は、次の項目のうちから検査対象を考慮して、適切に行うこと。

(１)　微生物の有無及び生菌数

①　細菌数（生菌数）

②　大腸菌群及びE.coli

③　黄色ブドウ球菌

④　カビ及び酵母

(２)　異物の有無

(３)　食品添加物の有無及びその量

３　検査方法

(１)　製品の検査は食品、添加物等の規格基準に定められた試験法又は厚生省が通知で示した試験法により行うこと。この場合において、大腸菌群については、食品、添加物等の規格基準第１　食品の部Ｄ　各条の項の○　冷凍食品の１　冷凍食品の成分規格の(１)の1.に準じて調製した試料原液を試料とし、同項の○　氷菓の１　氷菓の成分規格の(3)の3.に準じて行い、E.coliについては、同項の○　冷凍食品の１　冷凍食品の成分規格の(3)の1.及び3.に準じて行うこと。

(２)　(１)で試験法が定められていないものの検査は、食品衛生検査指針等行政機関の関与のもとに設定された試験法及び衛生試験法注解（日本薬学会編）の試験法で行うこと。

(３)　簡易検査は、前記試験法により行い難い場合に限り行うこと。

　Ｃ　検査後の措置
１　原材料については、検査の結果、不良なものは使用しないこと。

２　製品等については、検査の結果、不良なものは販売しないこと。この場合、器具類のふき取り検査及び従事者の手指等の検査を行うことにより、原因究明に努め、必要に応じて関係機関に指導（相談）を受け、以後、そのようなものが製造されることがないよう適切な衛生管理を行うこと。

　Ｄ　検査記録の保存

　検査の結果は記録し、品質管理の資料として１年以上保存すること。

第８　衛生管理体制
　Ａ　営業者
１　製品の製造を業として行う者（以下「製造業者」という。）は、衛生管理が適正に行われるように、従事者数及び取扱い数量等を考慮して、施設又は部門ごとに従事者のうちから、生めん類の衛生管理について知識及び経験を有する者を食品衛生責任者に選任し、又は製造業者自ら食品衛生責任者となり、食品衛生責任者を中心とする衛生管理体制（図６）を確立すること。

２　製造業者は、施設・設備及び食品の衛生管理に係る点検、清掃、消毒、検査等必要な業務について、「衛生管理マニュアル」を作成し、作業場の見やすい場所に掲示すること。

３　製造業者は、「衛生管理マニュアル」に基づき「衛生管理点検票」を作成し、食品衛生責任者に当該点検票による点検を実施させること。

４　製造業者は、食品衛生責任者から「衛生管理点検票」により不良箇所等が生じた旨報告があった場合は、速やかに措置を講じなければならない。

５　営業者は、食中毒の発生時等に備えて、管轄の保健所への緊急連絡体制を確立すること。

６　営業者は、従事者の健康状態を把握するため、年１回以上従事者に食品衛生上必要な消化器系疾患に係る健康診断（検便を含む）を受けさせるほかに、保健所長から検便を受けるべき旨の指示があった場合は、必ず従事者に検便を受けさせること。

７　営業者は、次のような場合には、従事者を食品取扱い業務に従事させないこと。

(１)　従事者が食中毒の原因となる疾患（手指等の化膿性疾患等）及び食品を介して伝染するおそれのある疾患に感染した場合。

(２)　従事者又はその同居者が法定伝染病患者又はその疑いのある場合及び従事者が保菌者であることが判明した場合。

〔食中毒が起きた場合の対応〕

８　営業者は、食中毒が発生した場合、その拡大及び再発を防止するため、次に定めるところにより、迅速かつ適切に対応すること。

(１)　営業者は、自己の製品により食中毒又はその疑いのある事件を起こした場合、直ちに管轄の保健所に次の事項を報告し、その指示を受けること。

①　探知の日時及び方法

②　発生の日時

③　患者の住所、氏名等

④　患者の主要症状

⑤　喫食した製品の内容

⑥　保存用検体及び患者の食べ残しの状況

(２)　食中毒又はその疑いのある事件に関し、保健所から指示があった場合は、その指示に忠実に従った措置を採るとともに、その措置の状況を記録しておくこと。

(３)　営業者は、事件発生後、保健所の行う調査に全面的に協力するように従事者に対して周知徹底を図ること。

(４)　営業者は、事件発生後、保健所の指示に従い、必要な資料を作成し、保健所に提出すること。

〔製品が食品衛生法違反であることが判明した場合の対応〕

９　製造業者は、自己の製品が食品衛生法違反であることが判明した場合、次に定めるところにより、迅速かつ適切に対応すること。

(１)　製造業者は、自己の製品が食品衛生法違反である旨保健所等から指摘された場合又は自主検査で判明した場合、直ちに管轄の保健所に次の事項を報告し、その指示を受けること。

①　製品の名称

②　製造年月日

③　製造量、ロット番号、包装形態等

④　流通経路

⑤　食品衛生法違反の内容及び講じようとする措置

(２)　食品衛生法違反の製品に関し、保健所から指示があった場合は、その指示に忠実に従った措置を採るとともに、その措置の状況を記録しておくこと。

(３)　製造業者は、保健所の行う調査に全面的に協力するように従事者に対して周知徹底を図ること。

(４)　製造業者は、保健所の指示に従い、必要な資料を作成し、保健所に提出すること。

　Ｂ　食品衛生責任者
１　食品衛生責任者は、生めん類の製造が衛生的に行われるように施設・設備及び食品の衛生管理につき、「衛生管理点検票」に従い、衛生管理状況を点検し、記録するとともに、定期的に営業者にその内容を報告すること。

２　食品衛生責任者は、「衛生管理点検票」により不良箇所等を発見した場合、直ちにその旨を営業者に報告し、各部門の責任者に指摘し、注意するとともに、改善方法についての適切な指示の徹底を図ること。

３　食品衛生責任者は、知事等が行う講習会又は知事等が指定した講習会を受けること。

４　食品衛生責任者は、作業開始前に従事者の衛生教育に努めること。

　Ｃ　従事者
１　従事者は、前記Ａの７の(１)又は(2)に該当する場合は、食品取扱い業務に従事しないこと。

２　従事者は、次に定める場合には、必ず手指の洗浄及び消毒を行うこと。

(１)　作業前及び用便後

(２)　微生物に汚染されていると思われる物に接触した場合

(３)　作業区分を変更する場合

(４)　食品に触れる作業に当たる場合

３　従事者は、作業中は清潔な外衣を着用し、必要に応じて専用の清潔で衛生的な頭巾、マスク及び履物を用いること。

４　従事者は、作業中の履物のままで便所に出入りしないこと。

５　従事者は、常に爪を短く切ること。また、作業を行うに当たり、腕時計、指輪、マニキュア等を付けないこと。

６　従事者は、所定の場所以外での着替え、作業中の喫煙等食品衛生上不衛生な行為をしないこと。

別紙
１　落下細菌数（生菌数）の測定方法

　標準寒天平板培地を入れたペトリ皿（直径９～10cm、深さ1.5cm）２～３枚を測定場所（床面から80cmの高さの調理台面等）に置き、ふたをとり５分間水平に静置した後、再び静かにふたをしめて、これを35.0±1.0゜で48±３時間培養し、細菌集落を算定し、その平均値を求めてペトリ皿１枚当たりの５分間の落下細菌数とする。

　なお、測定は作業中に行うこと。

２　落下真菌数（カビ、酵母の生菌数）の測定方法

　バレイショ・ブドウ糖寒天平板培地（クロラムフェニコール又はテトラサイクリン50mg～100mg／Lの量を添加する。）を入れたペトリ皿（直径９～10cm、深さ1.5cm）２～３枚を測定場所（床面から80cmの高さの調理台面等）に置き、ふたをとり20分間水平に静置した後、再び静かにふたをしめて、これを23.0±2.0゜で７日間培養して培地上に発生する真菌集落数を算定し、その平均値を求めてペトリ皿１枚当たりの20分間の落下真菌数とする。

　なお、測定は作業中に行うこと。

別紙２　略

出典：食品衛生関係法規集
